
2017年1月19日 第2017－06号

【発 行】Ｊ Ａ Ｍ

【発行責任者】河 野 哲 也

【編 集】総合政策グループ

℡ 03-5860-6150

E-Mail：seisaku.seiji@jam-union.jp

2017年１月１日から

改正育児・介護休業法が施行されました
介護をしながら働く方や、有期契約労働者の方が介護休業・育児休業を取得しやすくなるよう、育児・介

護休業法が改正されました。また関連する雇用保険法（給付金関係）、男女雇用機会均等法（ハラスメント防

止措置）についても改正がされています

ＪＡＭでは法改正を受けて、ＪＡＭの取り組み方針を作成しています（別紙）。取り組み内容を参考に、育

児や介護をしながら働き続けていけるような環境整備への対応をお願いします。

＜育児関係＞ 2017年1月1日施行内容

１．子の看護休暇が半日単位で取れるようになりました

①１日単位で取得 ①１日単位で取得

②半日単位の取得が可能（半日単位でも休暇を取得できるようにしなければならない）

※子の看護休暇：１人につき年５日、２人以上は年10日まで

２．有期契約労働者の育児休業取得の要件が緩和されました

①申し出時点で1年以上継続して雇用されてい

ること

②子が１歳到達以降も雇用継続の見込みがある

こと

③子が２歳に達するまでの間に、その労働契約の

期間が満了し、かつ、労働契約が更新されない

ことが明らかでないこと

①申し出時点で1年以上継続して雇用されていること

②削除

③子が１歳６ヵ月に達するまでの間に、その労働契約

（労働契約が更新される場合は更新後のもの）の期

間が満了することが明らかでないこと

３．育児休業の対象となる子の範囲が拡大されました

法律上の親子関係であ

る実子、養子のみ

実子、養子の以外でも、法律上の親子関係に準じると言えるような関係にある子

も対象（特別養子縁組の監護期間中の子や養子縁組里親に委託されている子など）

＜介護関係＞

１．介護休業の分割取得が可能に。所定労働時間短縮等の措置は３年間で２回以上取得可能に

①介護休業は、対象家族１人につき「要介護

状態ごと」に１回、通算して93日まで取

得可能

☆同じ病気で再度取得はできない

②介護休業をした日と選択的措置義務の期

間をあせて93日まで

①介護休業は、対象家族１人につき、同一の介護状態であっ

ても、３回を上限として、通算して93日まで取得可能

★同じ病気でも再度取得できる

②選択的措置義務の期間は、介護休業とは別に、対象家族１

人につき、利用開始から３年間で２回以上の利用が可能

★93日には通算されない
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＜選択的措置義務＞

・所定労働時間の短縮（短時間勤務制度）

・フレックスタイム制

・始業・就業時刻の繰り上げ・繰り下げ

・介護サービス費用の助成その他これに準ずる措置



２．看護のための休暇が半日単位で取れるようになりました

①１日単位で取得 ①１日単位で取得

②半日単位の取得が可能（半日単位でも休暇を取得できるようにしなければならない）

※介護のための休暇：対象家族１人につき年５日、２人以上は年10日まで

３．有期契約労働者の介護休業取得の要件が緩和されました

①申し出時点で1年以上継続して雇用されている

こと

②介護休業開始予定日から起算して93日経過以降

も雇用継続の見込みがあること

③93日経過日から１年を経過するまでの間に、そ

の労働契約の期間が満了し、かつ、労働契約が

更新されないことが明らかでないこと

①申し出時点で1年以上継続して雇用されていること

②削除

③93日経過日から６ヵ月を経過する日までの間に、そ

の労働契約（労働契約が更新される場合は更新後の

もの）の期間が満了することが明らかでないこと

４．介護終了まで、所定外労働の免除が可能になりました（新設）

なし 要介護状態にある対象家族を介護する労働者が、対象家族を介護するために請求した場合には、

原則として、所定外労働をさせてはならない（対象家族１人につき、介護が終了するまで）

５．対象家族の範囲の拡大

①配偶者(事実婚含む)、②子(養子含む)、

③父母(養父母含む)、④配偶者(事実婚含む)の父母

同居し、かつ、扶養している

⑤祖父母、⑥兄弟姉妹、⑦孫

①配偶者(事実婚含む)、②子(養子含む)

③父母(養父母含む)、④配偶者(事実婚含む)の父母

⑤祖父母、⑥兄弟姉妹、⑦孫

★⑤、⑥、⑦の同居・扶養要件が削除

６．介護休業給付率の引き上げ（2016年8月1日から）

休業開始時の賃金日額×支給日数×40％ 休業開始時の賃金日額×支給日数×67％

＜男女雇用機会均等法＞

１．ハラスメント防止措置が義務化

①妊娠・出産・育児休業・介護休業等を理由とする

不利益取り扱いをしてはならない

（就業環境を害する行為を含む）

①妊娠・出産・育児休業・介護休業などを理由とする

不利益取り扱いをしてはならない

（就業環境を害する行為を含む）

②上司・同僚等が職場において、妊娠・出産・育児休

業・介護休業等を理由とする就業環境を害する行為

をすることがないよう防止措置（労働者への周知・

啓発・相談体制の整備等）を講じなければならない

③上記①・②は派遣先で就業する派遣労働者にも適用

する

※改正内容の詳細や参考資料、ＪＡＭの取り組み指針は、別紙をご参照ください。

※厚生労働省のHPに、育児介護休業法の改正に関するパンフレット、就業規則の規定例などが掲載されてい

ます。 http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000130583.html


